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〒606-8501京都市左京区吉田本町 京都大学経済学部 堀 和生 










時 間： 2012年6月19日(火) 16：45－18：15  



















     討論点：なぜ東アジアに向かわざるを得ないのか？ 
     －財政再建と官製金融そして経済成長と人口問題－ 
2012年 5月 19日(土)15時  京都会場：京都大学法経総合研究棟８階リフレッシュルーム 
2012年 7月 21日(土)15時  東京会場：京都大学東京オフィス(品川インターシティＡ棟) 
************************************************************************************************ 




                                                             小島正憲 
                                                                                                  
１．フン・セン首相は、ASEAN内での移住、出稼ぎ問題を ASEAN メンバーに提起 










NGO 団体 CARAM の Ya Navuth 局長は、出稼ぎ労働者をいかに虐待から保護するかについて ASEAN 内でも
様々な見方がされ、同意が形成されていないため、それが今回のフン・セン首相の発言に至ったと話している。 
 
２．長期資産管理の専門家 Jack Slattery氏がカンボジア投資マネジメントにリーダーとして参加 
長期資産管理の専門家 Jack Slattery氏(52歳)が、企業向け金融のリーダーとしてカンボジア投資マネジメントに参
加している。Slattery氏はニューヨーク出身で、投資銀行ソロモン・ブラザーズに 5年間ほど勤めていた経歴の持ち主。














っと知る必要があります。銀行や電話会社、衣料製造業者などが IPOの候補になるだろう」とも Slattery氏は述べた。 
 
３．オーストラリアが 2012～2013年に 1740万ドルの援助を計画 
国内の主要対外援助予算カットという状況にも関わらず、オーストラリアは 2012年～2013年度のカンボジアへの援
助を約 1740 万 US ドル増やしたと、５／０９、大使館が発表した。オーストラリア政府は最近、財政黒字を生み出すた
めに対外援助の額を減らすと発表したことで非難の的になっていた。 






４．韓国への輸出が 80％アップ   
カンボジアから韓国への輸出品としてはそのほとんどが衣料品と農産物の輸出だが、第 1 四半期は前年同期と比
べて 80 パーセントもの増加を見せた。プノンペンにある大韓貿易投資復興公社(KOTRA)の出したデータによると、
2012年最初の 3ヶ月で、韓国への輸出総額は 3000US万ドルへと急上昇しており、これは去年同時期の 1700万ドル
から 76パーセントのアップである。 
大韓貿易投資復興公社によると、衣料品とフットウェアの輸出は、204 パーセント増加し 490 万ドルになった。大韓
貿易投資復興公社の Kim Dohyun氏は、「衣料品企業から見れば、賃金が上昇しつつある中国やベトナムは進出先
としての魅力がなくなってきています。そこで、韓国人投資家たちはどんどんカンボジアに目を向けるようになってきて






５／１３早朝から、200人以上の村人が抗議活動のため、Koh Kong州の道路 48号線をほぼ 24時間封鎖していた。
しかし怒った自動車運転者たちの説得により道路は再開された。 




今回の土地争議は、大物上院議員の Ly Yong Phat氏の所有する会社に贈与された土地をめぐって勃発したもの
である。In Kongchit氏が述べたと事によると、地区代表のTuon Seila氏は、土曜日に村人たちに交渉を申し入れたが、
村人たちは裁判所職員であり地方長官でもある Ly Yong Phat氏との交渉をのぞんでいたため、その交渉は却下され
ていた。村人たちが望んでいるのは、自分達の不平を裁判所がすばやく処理し、解決することだと抗議者の Chhy 
Thy さんは話す。「裁判所は、”ちょっと待って”と言い、もっと証拠を渡すように言うが、私達が証拠を見せてもなんの
行動もしてくれない」と彼女は言う。「Ly Yong Phat氏は 10000ヘクタール以上もの土地を譲渡された 2つの会社に関
わっているが、抗議者たちはそれは法律に反しているため彼の土地の利権の排除をするよう裁判所に求めている」、
と Ing Kongchit氏は述べた。地方裁判所の裁判官 Heng Kesro氏と Ly Yong Phat氏のコメントはまだない。 
 
６．カンボジアが G20へ参加準備 



















ろう」、とカンボジア平和協力研究所の事務局長 Chheang Vannarith氏は述べた。 
 
７．縫製工場のストライキは一段落も、未だ解決策は模索  
５／１３、プノンペン市内 Russei Keo地区にある Su Tong Fang工場で、800人以上の従業員による 2週間に及ぶ
抗議活動が終わりを迎えた。彼らの組合代表は「社長と合意した後の木曜日か
ら仕事に戻る」、と発表した。同時に組合長 Hai Soven氏（Free Trade Unionの
メンバーでもある）は「会社はいくつかの項目に同意したが、全ての従業員の要
求に応えるものではない」とも述べた。会社側は従業員に月 3 ドルの出勤ボー
ナス、5 ドルの宿泊費用補助、2 ドルの交通費として支給することに同意した。                         
しかし一方で、Kandal州 Ang Snuolにある Tai Yen工場の方針はまだ決まっ
ていない。5000 人以上の従業員は国王誕生日の国民の祝日以降もストライキ
を続けると表明している。従業員の Sreng Srey Touch さんは「社名変更は勤続
年数ボーナスの受給権利を奪いました。なぜなら社名が Tai Yen から Tai Nan
に変わった際に私たちの勤続年数もリセットされたのです」と述べ、 「私たちは会社に Tai Yen からの勤続年数ボー
ナスの採用を要求する。私の場合、Tai Yenで 14年間務めてきたので約 1400ドルのボーナスになります」と彼女は述
べた。 
 
８．<続>抗議活動の惨劇（マンハッタン経済特区）15 May 2012 
裁判所は 今年初めにマンハッタン経済特区で起こった事件について、元バベット州知事 Chhouk Bandith氏に銃
撃され負傷した 3 人の女性従業員へ 2 度目の質問を行いたいと語っている。2 度目の出廷命令書は、彼女たちが
Chhouk Bandith 氏に発した不平不満に端を発する。彼女たちは１人当たり 45,000 ドルを怪我に対する補償として要
求している。 
５／１４、スバイリエン州裁判所のPech Chhoeut裁判官は「5月 18日の出頭命令書の理由は、彼女たちの申し立て
と、補償の詳細を聞き取るためである」と述べた。狙撃された１人の Nuth Sakhorn さんは、「なぜ前州知事が告訴され
て 1 か月以上が経過しているのに逮捕されていないのか」と疑問を投げかけた。同じく被害者の Buot Chinda さんは
｢出廷命令書には、私の主張を裏付ける証拠資料を持参するように書いてある。一体、正義はどこにあるのですか。
彼は私を銃殺しようとしたと言うのに｣と言う。Moeun Tola氏(Community Legal Education Center)は｢裁判所はChhouk 
Bandithを捕まえる意思がないようだ｣「証拠集めをしている私たちの弁護士たちでさえ経済特区のスタッフに妨げられ
ている。」と述べている。 
                                                                 以上 
************************************************************************************************ 
北朝鮮経済改革の到達点と課題（2） 






































 したがって、韓国軍の 2倍、自衛隊の 5倍、総人口の 5%、総男性人口の 10%、したがって生産年齢男性


























































































































2005年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
2009年 9.1 11.0 15.5 1.9 31.0 1961 ▲15.9 ▲11.3 ▲14.9 ▲16.9 27.6 31.7 
12月 10.7 18.5 17.5 1.9 (30.5) 184 17.7 55.9 9.7 -44.6 27.6 31.7 
2010年 10.3 15.7 18.4 3.3 24.5 1831 31.3 38.7 16.9 17.4 19.7 19.8 
1月    1.5  142 21.0 85.6 24.7 7.8 26.0 29.3 
2月  (20.7) (17.9) 2.6 (26.6) 76 45.7 44.7 2.5 1.1 25.5 27.2 
3月 11.9 18.1 18.0 2.4 26.3 ▲72 24.2 66.4 28.1 12.1 22.5 21.8 
4月  17.8 18.5 2.8 25.4 17 30.4 50.1 21.3 24.7 21.5 22.0 
5月  16.5 18.7 3.1 25.4 195 48.4 48.9 29.3 27.5 21.0 21.5 
6月 10.3 13.7 18.3 2.9 24.9 200 43.9 34.6 8.3 39.6 18.5 18.2 
7月  13.4 17.9 3.3 22.3 287 38.0 23.2 12.8 29.2 17.6 18.4 
8月  13.9 18.4 3.5 23.9 200 34.3 35.5 21.2 1.4 19.2 18.6 
9月 9.6 13.3 18.8 3.6 23.2 169 25.1 24.4 12.2 6.1 19.0 18.5 
10月  13.1 18.6 4.4 23.7 271 22.8 25.4 8.7 7.9 19.3 19.3 
11月  13.3 18.7 5.1 29.1 229 34.9 37.9 28.1 38.2 19.5 19.8 
12月 9.8 13.5 19.1 4.6 20.4 131 17.9 25.6 9.2 -13.3 19.7 19.9 
2011年 9.2            
1月   19.9 4.9 23.7 65 37.7 51.4 16.6 11.4 17.3 16.9 
2月  14.9 11.6 4.9 － -73 2.3 19.7 -10.9 32.2 15.7 16.2 
3月 9.7 14.8 17.4 5.4 31.2 1 35.8 27.4 10.5 32.9 16.6 16.2 
4月  13.4 17.1 5.3 37.2 114 29.8 22.0 8.2 15.2 15.4 15.8 
5月  13.3 16.9 5.5 33.6 130 19.3 28.4 12.1 13.4 15.1 15.4 
6月 9.5 15.1 17.7 6.4 11.8 223 17.9 19.0 6.6 2.8 15.9 15.2 
7月  14.0 17.2 6.5 27.7 315 20.3 23.0 2.7 19.8 14.7 15.0 
8月  13.5 17.0 6.2 33.4 178 24.4 30.4 6.4 11.1 13.6 14.8 
9月 9.1 13.8 17.7 6.1 27.3 145 17.0 21.1 -3.5 7.9 13.1 14.3 
10月  13.2 17.2 5.5 34.1 170 15.8 29.1 -0.6 8.7 16.7 14.1 
11月  12.4 17.3 4.2 21.4 145 13.8 22.6 -12.9 -9.8 16.2 14.0 














2012年             
1月    4.5 25.3 273 -0.5 -15.0 4.6 10.8 16.6 14.8 
2月  21.3  3.2 － -315 18.3 40.3 38.7 -0.9 17.8 15.0 
3月 8.1 11.9 15.2 3.6 21.1 53 8.8 5.4 -6.5 -6.1 18.1 15.7 




されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応
している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易であ
る。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
 
